


















1資 産 評価 と会 計理 論
最初 に,資産評価 に関する会計理論 というものがどのように構成されるものなのかについて
整理 してお きたい。
会計理論 というもの は,会 計領域内の話題 を取 り扱 うものである。この場合,話 に一貫性 ・
統一性 をもたせ るために話の中心 となるものが必要である。その話の中心 となるものが会計の
中心 目的である。つまり,会計領域内の話はつねに会計の中心 目的に向けての一貫性 ・統一性
ある話 として構成されなければならないのであって,会 計領域内の話はどの部分 をテーマとし
て論 じても,会計の中心 目的に向けての理路整然 とした話でなければならない。そ して,一貫
性 ・統一性をもって理路整然と会計 についての話を構成するためには,そ の骨組 となる会計の
原則 といったものを確立 してお くことが必要である。この会計の原則はその中心 目的に向けて
会計理論 を構成するための骨組みであってみれば,会 計の中心 目的を知ることによって容易に
求め られるであろうし,また,そ れゆえに,唱 えられている会計の原則 を注意深 く観察するな
らば,そ の論者の意識にある会計の中心 目的が見えて くるものである。
会計理論には会計的合 目的性が必要であ り,会計理論を形成 しようとする場合 には,そ の核
心 というべ きものは,当 然に,会計の目的と関連 していなければならない。ただ,会 計の目的
といってもそれには中心 目的のほかに副次的目的 といったものが存在するが,会 計理論の核心
は会計の中心 目的と関連 していなければならない。 この中心 目的こそ会計の心臓であって,会
計理論の構造の中心をなすものである。したがって,会計理論を形成 しようとするばあいには,
会計の中心目的を明らかにすることは重要なことである。
現在の財務会計の二大 目的 といえば,期 間損益計算(分 配可能利益算定)と 情報開示(経 営
状況の報告)と が挙げられる。会計理論 というものは,論 者 自身が どちらを主 目的にして理論
を構成するかによって大 きく変わってくる。資産評価 にあたって,原 価主義を擁護するか時価
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主義 を推進するかは論者の設定 した会計 目的と大 きく係わっている1)。会計の原則が異なるな




者 と,あ るいは,あ る場合には原価主義を採用するが,他 の場合には時価主義 を採用すべきと
主張する論者がいる。原価主義擁護論者は次のように理論構成をする。時価主義を採用すると
評価益 を計上することになる。評価益は売却 して得 られた利益ではな く,現金または現金同等
物 を入手 していない未実現の利益である。これを分配することは不都合である。時価主義を採
用すると分配不能な利益 をも計算に入れてしまう。この論者は,分 配可能利益の算定 を財務会
計の主目的に置いて理論構成 を行っているのである。 一 もっとも以前には情報開示のために
原価主義が有効であるとの議論 もあった。ただ,最 近では,こ うした理論を見かけることは少
なくなった。 一 これに対 して,時 価主義推進論者は次のように理論構成する。10年前の取
得時の価値は10年前の経営状況 を示 しているが,現 在の経営状況 を適切 に示 しているわけで
はない。 したがって,10年前の価値で表示するよ りも現在の価値で表示 した方が情報開示 と
い う点から優れている。原価主義で情報開示を目的 とした会計 を説明することは不適当である。
情報開示にあたって,原 価主義 は比較的不向きである。 したがって,情 報開示を主 目的として
新 しい会計体系の創造をめざすのであれば,時 価主義 を原則 として採 り入れ られるべ きであ
る。
原価主義擁護論者は財務会計の主 目的を分配可能利益の算定 とみて理論 を構成する。 したが




を採用することになる。この場合,原 価主義擁護論者が,利 益 を実現可能主義によって認識す
ることは未実現収益の認識になると批判するのは筋違いである。なぜならば,時 価主義推進論
者はすでに分配可能利益の算定を会計 目的から外 しているからである。
∬ 有 価 証券 の評価 基 準
平成11年(1999年)に企業会計審議会から 『金融商品に係る会計基準』(以下 『基準』 とい
う)が公表 された。そこでは,有 価証券を,保 有目的によって評価の仕方が異なるとして,①
売買目的有価証券,② 満期保有目的の債券,③ 子会社株式および関連会社株式,④ その他有価
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証券 に分 けてい る。 また,1993年にFinancialAccountingStandardsBoard(以下,FASBと
い う)か ら公表 され たStatementofFinandalAccoun廿ngStandardsNo.115(以下,SFAS1 5号
とい う)AccountingforCertainInvestmentsinDebtandEquitySecurities(『特 定の負債 証券お
よび持分証 券へ の投 資 に関す る会計 』)は有価 証券 を① 満期保有 目的有 価証 券,② 売買 目的有
価証 券,③ 売却 可能有 価証 券 に分 け てい る(para.6)2>。そ して,保 有 目的ご とに異 な った評
価方 法 を示 してい る3)(paras.7,12,13)。以下,後 の議論 の ため に,『基 準』 お よびSFAS115号
の内容 を紹介 してお こ う。
(1)売買 目的有価 証券
売 買 目的有価 証券 とい うの は,時 価 の変動 に よる運用益 を得 る ことを目的 と して保有 する有
価証 券の こ とであ る(『金融 商品 に係 る会計基 準 の設 定 に関 する意見書』,以 下 『意 見書 』 とい
う。 皿 四一2(1))。『意 見書』 は,売 買 目的有価 証券 につい て,投 資 家 にとっての有用 な情報 お
よび企業 に とっての財 務活動 の成果 は有価 証券 の期末 時点での 時価 に よって求 め られ る と考 え
てい る(皿 四一2(1))。したが っ て,時 価 を もって貸借 対 照表価 額 とす るこ とを求 めて いる。
また,売 買 目的有価証券 は,売 却 に よって事 業遂行 上等の制 約が ない もの と認 め られ る と して,
その評価差 額 を当期 の損 益 として処理 す るこ とと して いる(In四 一2(1))。
SFAS115号は,「主 と して,近 い将来 に売買 す るこ とを 目的 とす る売買 目的有 価証券 につ い
ての未実現保 有利得 お よび損失 は稼得 に含め るべ きで ある4)」(para.13)としてい る。『意見書』
もSFAS115号も.,売買 目的有価 証 券 の評価差 額 をそ の期 の損 益 に含 め るべ きであ る と してい
る。 しか し,そ の評 価差額 につ いて,『意 見書 』 が当期 の損益 として処理 す る と しなが らも,
実現収益 と見 るのか未実現収 益 と見 るのか 明言 を避 けてい るが,い ちお う,実 現 収益 と見てい
る と思 われ るの に対 して,SFAS115号は未実現収益(unrealized)とわざわ ざこ とわ って いる。
評価 差額 が実現 なのか,未 実 現 なのか につ いては,IV節 にお いて検 討 したい。
(2)満期保有 目的 の債 券
満期保 有 目的 の債 券 は,満 期 まで保 有す る ことを 目的 と してい る と認め られ る社債 その他 の
債券 の こ とであ る(『意見 書』 皿 四一2(2))。『基準 』 は満期保 有 目的 の債 券 につ いて,取 得 原
価 を もって貸借対 照表価額 とす る と して いる(第 三,二,2)。 た だ し,満 期保 有 目的の債権 に
つい ては,時 価 が算 定 で きるものであ って も,満 期 まで保有 す るこ とによる約 定利息 お よび元
本の受取 りを目的 と してお り,満 期 まで の問の金利 変動 に よる価格変 動の リス クを認 め る必要
が ない ことか ら,原 則 として,償 却原価法 に基づ いて算定 された価額 を もって貸借対照 表価額
とす る こと としてい る(『意 見書』In四 一2(1))。SFAS115号も同様の趣 旨の規定 を している5)
(para.7)。
(3)子会社 株式 お よび 関連 会社株式
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『意見書』は子会社株式および関連会社株式は取得原価をもって貸借対照表価額とすること
としている。子会社株式は,事 業投資と同じように,時 価の変動 を財務活動の成果と見ること
はできないので,取 得原価で評価する(m四 一2(3)①)。
『意見書』 は,子 会社株式 について,連 結財務諸表において,子 会社純資産の実質価値が反
映 されるように処理することを求めている。 したがって,子 会社の実質価値 は連結財務諸表 に
反映 されることになる(皿 四f-L(3)①)。
また 『意見書』は 「関連会社株式は,他 企業への影響力の行使 を目的 として保有する株式で
あることから,子 会社株式の場合 と同 じく事実上の事業投資と同様の会計処理を行 うことが適
当である」(皿 四一2(3)②)としている。つ まり,関連会社株式 については連結財務諸表作成
時に持分法が適用 され,関 連会社の純資産 ・損益のうち関連会社株式を保有する会社 に帰属す
る部分の変動 に応 じてその額 を修正することになる(連 結財務諸表原則注解 ・注17)。
(4)その他有価証券
その他有価証券 とは,(D一(3)以外の有価証券をいう。『意見書』は 「その他」 とした理由に
ついて「子会社株式や関連会社株式 といった明確な性格 を有する株式以外の有価証券であって,
売買 目的または満期保有目的といった保有目的が明確に認められない有価証券は,業務上の関
係 を有する企業の株式等か ら市場動向によっては売却を想定 している有価証券まで多様 な性格
を有 してお り,一義的にその属性 を定めることは困難 と考えられる」(皿 四一2(4)①)と説明
している。これらの有価証券についてはその多様な性格から保有目的を識別 ・細分化する客観
的な基準を設けることが困難であること,保有目的等自体 も多義的であ り,かつ,変 遷 してい
くこともある等の理由から,売 買目的株式 と子会社および関連会社株式の中間的性格 を有する




事業遂行上等の必要性から直ちに売買 ・換金を行 うことには制約を伴 う要素 もあ り,評価差額
を直ちに当期の損益 として処理することは適当ではない と考え られる。また,国 際的な動向 を
見て も,その他有価証券に類する ものの評価差額については,当 期の損益 として処理すること
な く,資本の部 に直接計上する方法や包括利益を通 じて資本の部に計上する方法が採用 されて
いる」(皿 四一2(4)③)。
これに対 して,SFAS115号は,売 買 目的有価証券,満 期保有目的の債券以外の有価証券を売
却可能有価証券 としている。 したがって,SFAS115号の売却可能有価証券は 『基準』の子会社
株式 お よび関連会社株式,そ の他有価証券 を併 せた ものであ る。 この有価証券 につい て,
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SFAS115号は,公 正価値で評価 し,未実現の評価差額を当期の損益から除外 して,株 主持分の
独立項 目として報告す るよう求めている6)(para.13)。
皿 収 益 の認 識
分配可能利益の算定 とい う点か ら,現在の会計では,収益 は実現主義によって認識 されてい
る。では,収 益の実現 とはどのようなことをいうのであろうか。たとえば,原 価1000万円の
商品を取引先に引 き渡 して,対 価 として1500万円の固定資産を取得 した場合を考えてみよう。
会計理論上は,固 定資産を取得 した場合,そ の収益 は未実現収益であると見 るのが一致 した見
方である。なぜ,こ の場合,未 実現収益 なのであろ うか。収益は分配するときには,現 金また
は現金同等物であることが必要であって,固 定資産を取得 しても分配に回す資金 を取得 したこ
とにはならないので,未 実現の収益 と見るのである。
た とえば,飼 育 している繁殖牝馬が時価1000万円の子馬 を産んだとする。現実に馬が産ま
れているけれども,その収益は未実現収益である。その収益 は分配可能な状態になっていない
収益であり,未実現収益である。現実 に子馬が産まれている。それで も,会計上は未実現であ
る。では,何 時,実 現するのかというと,売却 して現金 または現金同等物 を取得 して,そ の利
益が分配可能になった ときである。同 じように,得 意先 に商品を引 き渡 して,固 定資産を取得
した場合 も,販売 したことは事実である。しか し,会計上はそれを実現とは言わないのである。
固定資産を売却 して,現 金 または現金同等物 を取得するまでは,実 現 とは言わないのである。
すなわち,① 商品を引渡 して取得 した資産が再度,販 売 ・売却 しなければ現金 または現金同等
物 を取得できないのであれば,そ の収益は実現収益 にはならないのである。
上記の,原 価1000万円の商品を販売 して,時 価1500万円の固定資産 を取得 した例 について
さらに検討 してみ よう。 この場合,仮 に,商 品を引渡 して固定資産 を取得 した取引について,
商品を引渡 して現金を取得 して,そ の現金でただちに固定資産 を購入 したと擬制するならば,
すなわち,販 売取引と購入取引 との複合取引であると擬i制するならば,こ の収益は実現収益で
あると言えるかもしれない。 しかし,この ように擬制するならば,い かなる資産 を取得 しよう
ともその収益は実現収益 として認識 されることになって しまう。この擬制が正当化されるなら
ば,取 得原価1000万円の商品が1500万円に値上が りしている場合にも,い ったん1500万円で
売 り上げて,再 度,同 じ商品を仕入れたとい うことになって,500万円の値上が り益 は実現収
益 に該当 して しまう。だが,値 上が り益は,会 計理論上,未 実現収益であるとするのが一致 し
た見方であって,こ の擬制 は成 り立たない。
'では
,原価1000万円の商品を取引先に販売 して,対 価 として1500万円の固定資産を取得 し
た場合の収益 は認識 してはならないであろうか。 また,産 まれた1000万円の子馬についての
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収益は認識 してはならないのであろうか。商品を販売 して固定資産を取得 した場合,分 配可能
利益の算定 ということを問題にするのであれば,そ の収益 は認識すべ きではない。 しか し,経
営状況についての情報開示ということを問題にするのであれば,そ の収益 を認識 して差 し支え
ない。
情報開示 を問題 とす るのであれば,商 品を販売 した対価が流動資産である必要はない。その
対価の種類 を問う必要はない。対価 として受け取った資産が現金同等物であるか否かにかかわ
らず収益 を認識 してよいであろう。仮に,受 け取った固定資産が建物であった場合,そ の建物
を減価償却 して流動資産に転化 した分だけを収益 として認識するなどと考える必要はない。建
物 を取得 した段階で即,収 益を認識 して差 し支えない。未実現収益であっても,この利益 は経
営状況の情報開示 という点からは認識 を拒否 されるものではない。 もちろん,対 価 として土地
を取得 した場合にも,その土地 を売却 して現金または現金同等物を取得する段階まで収益 を繰
り延べる必要もない。商品を販売 して,土 地を取得 した段階で即,収 益 を認識 して差 し支えな
い。情報報開示という点か らみれば,固 定資産を取得 した段階で,積 極的に収益を認識すべ き
である。原価1000万円の商品 を販売 して,固 定資産を取得 して,そ の固定資産を時価1500万
円と開示することは情報開示 とい う点から意味があることである。 また,産 まれた子馬を時価
1000万円の資産 として貸借対照表に記載することも情報開示 という点から有効なことであろ
う。
固定資産 を取得 した場合にも収益 を認識する,ま た,子 馬が産 まれた段階で収益を認識する
となると,そ の 『利益』概念は現行の財務会計において算定されている 『利益』 と概念的に異
なる。利益の分配可能性を問題 とす る場合 と情報開示を問題 とする場合 とで 『利益』概念が互
いに異 なるのであるか ら,両者の収益認識原則は互いに異 なることになる。は じめに,利 益の
分配可能性 を問題 とする場合と情報開示を問題とする場合 とで資産の評価原則が異なると述べ
た。同 じように考 えれば,両 者の収益の認識原則は異なっていて当然であろう。すなわち,情
報開示 という点か らみた 『利益』は,現 在の制度会計において求められる 『利益』 とは概念的
に異 なるものであってみれば,そ の収益 を算定するための原則が実現主義であるはずがない。
情報開示の面からの適合性 について 「期間的な経営成績の表示 を単純にとりあげれば,そ の期
間になされた経営努力 を反映するような収益の認識,つ まり発生主義による収益の認識が実現
主義 よりも合理的だといえる7)」。「経営努力の進行に応 じて発生主義 にもとつ く収益認識がな
される場合 には,当 然に未実現利益が計上 されることになる8)」。




示 を問題 にするのであれば,利 益が分配可能であるか否かはすでに問題にはならないのであ
る。
】〉 評 価差 額
売買目的有価証券について,『意見書』は,時 価 をもって貸借対照表価額として,そ の評価
差額 は当期の損益 として処理す ることとしているとしている(田 四一2(1))。また,そ の他有
価証券について,『意見書』は,時 価 をもって貸借対照表価額 とするが,そ の評価差額 を直ち
に当期の損益 として処理することなく,資本の部 に直接計上する方法や包括利益を通 じて資本
の部 に計上するとしている(IH四 ・2(4)③)。この場合,『意見書』は,後 者の評価差額 を 「資
本の部に直接計上する方法や包括利益 を通 じて資本の部に計上する」としていることから,未
実現収益であると判断 しているのであろう。また,前 者の評価差額を 「当期の損益 として処理
する」 としていることか らすると実現収益であると判断 しているのであろう。これに対 して,
SFAS115号は,「売買 目的有価証券についての未実現保有利得および損失 …9)」(para.13)
として,わ ざわざ未実現収益(unrealized)であるとことわっている。はた して,売 買 目的有
価証券についての評価差額は実現収益であろうか,未 実現収益であろうか。
醍醐聰教授は次の ように述べ られている。「有価証券の うち市場性のあるものの保有利得は
企業の意思で容易 にそれを流動化 し,確定できる状態(実 現可能 な状態)に ある10)」。すなわ
ち,保 有利得は,未 実現収益であっても,実現可能な状態の ものであるというのである。これ
に続けて,「この ような市場性ある有価証券の保有利得についてまで,売 却 を絶対視 して実
現 一 未実現の線引 きをするのは多分に恣意的であ り,市場変動 を期間ごとに捉えて,当 期の
利益 に計上するのが適切であると考える11)」と述べ られている。すなわち,保 有利得 は,未
実現収益であるけれども,実現可能な状態にある収益 であるか ら,分配可能利益であるという
のである。 しか し,未実現収益であれば,現 金 または現金同等物 を取得 していないので,分 配
可能利益にはならないはずである。そこで,醍 醐教授 は次のように説明する。「この種の有価
証券 には組織的市場が備わってお り,… 組織的市場への売却 とい う行為で随時完了させる
か,さ もなければ,買 い戻 しを条件にした売却によって随時,損 益 を確定する可能性が開かれ
ている12)」。「… 市場性ある有価証券の保有利得には損益計算書能力を認めるに足 る適格
性が備わっている …13)」。「… もはや保有利得 を意思決定有用性 といった情報価値 の
文脈か らのみ取 り扱い,注 記にとどめて済ますわけにはいかず,分 配可能利益算定の場へ保有
利得 を取 り込む必要性 と適格性の検討が待 ったな しに求められるであろう14)」。これに対 して,
加古宜士教授は次の ように述べ られている。「有価証券が取引所の相場のある株式であった と
しても,そ の相場は,す でに取引が成立 した後のいわば 『事後的な価格』であって,・ 一 株
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式市場 には実現可能価額の金額を確定するための制度的保証がない …15)」。「株式市場は
時々刻々変動 しているのが通常であ り,このため,保 有有価証券が貸借対照表 日の市場相場ど




が確立 していようとも,再度,売 却 しなければ,現金 または現金同等物を入手で きない ものは,





前者は未実現であって も,組織的市場が整っていて,売 却可能性が高いから分配可能利益 にな
るとする。これに対 して,後 者は,取 引所の相場は 『事後的な価格』であって,実 現可能価額
の金額を確定するための制度的保証がないか ら,分配不能利益であるとする。保有利得は,未
実現収益であるけれども,分配可能利益であるという理論は,ま ず,有 価証券の保有利得 を認
識すべ きであると考える。だが,収 益は分配可能なもの しか計上 しないのだという意識があっ
て,未 実現収益であるけれども分配可能利益になる,と いう無理な理論 になっている。 こうし
た無理な論理を修正 して,有価証券の評価益は実現収益であると説明 しようとする論者がいる。
そのために,有 価証券は貨幣そのものであるとして,そ れの価格上昇は,貨 幣資産の獲得であ
ると説明 しようとする。
森田哲彌教授は,次 のように主張されている。短期投資が市場相場の上昇によって増価 して
いる場合には,す でに貨幣相当物そのものが増価 しているのであるから,こ れを利益 として認
識することは可能である17)。この他 に,有 価証券 は短期,長 期 にかかわらず,す べて貨幣性
資産であるとの主張 もある。 白鳥栄一教授 は次のように述べ られている。「有価証券 は資本市
場の確立 しているところで取引 されていて,連 日価格が確定 しているほか,取 引も即 日に実行
できるという特徴から,そ れを費用性資産 と見なすのは合理的ではない。逆に一時所有であろ
うと長期所有であろうと,資本市場の確立 しているところで取引されているならすべて貨幣性
資産と見な し,ゆ えに回収可能額で評価 しなければならない18)」。
これに対 して,加 古教授 は,「短期投資一般について,こ れを貨幣資産または貨幣の代替物
として規定することは困難であ り,と くに保有有価証券については,む しろこれを市場価格の
変動によってその評価額 も変わらざるをえない非貨幣資産 として認識 し,その保有損益は,当
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該資産の売却時点において確定するもの と考 えることが妥当であ る19)」と述べ られている。
両者の考 え方の違は,結 果 として,前 者は評価差額を実現収益 と説明するために,有 価証券 を
貨 幣性資産であると主張する。後者は評価差額 を未実現収益 と説明するために,非 貨幣性資産
であると主張する。
従来から,制度会計 においては,収益 は貨幣同等物で回収 されなければ,実 現収益 にはなら
ない。商品を販売 して有価証券 を取得 した場合,こ れは収益 の実現 とはみな してこなかった。
これは,従 来の制度会計では有価証券 を現金 または現金同等物 とは見てこなかったことを意味
する。なぜ,有 価証券が現金 または現金同等物 と見 られないのかというと,再 び,売 却 しなけ
れば,分 配にまわす現金または現金同等物 にならないからである。
醍醐教授 も加古教授 も,と もに保有利得を未実現収益 と見ている。未実現収益 と見ているの
であれば,そ れが どんなに実現の可能性が高 くても,未実現収益は未実現収益でしかないので
ある。 したがって,分 配は不可なのである。では,こ の収益 は計上 してはならない収益 なので
あろうか。すでに何度 も述べたが,計 上することを拒否すべ きではない。
『意見書』 は売買 目的有価証券 について投資家にとっての有用な情報および企業にとっての
財務活動の成果は期末時点での時価によって求められると考えている。そのため,時 価 をもっ
て貸借対照表価額 としている(皿 四一2(1))。また,SFAS115号も 「主 として,近 い将来に売
買することを目的 とする売買 目的有価証券 についての未実現保有利得および損失は稼得 に含め
るべ きである20)」(para.13)としている。すでに見たように,売 買 目的有価証券についての評
価差額は未実現保有利得および損失である。それでも稼得に含めるべ きである21)(para.13)。
なぜ なら,売 買目的有価証券について投資家にとっての有用な情報および企業にとっての財務
活動の成果は期末時点での時価によって求められる と考 えている(皿 四一2(1))からである。
売買 目的有価証券についての評価差額は未実現収益であっても,投 資家への情報開示 という点
か ら開示 されるべきものであって,分 配可能利益であるか否かにかかわらないのである。
最初に,資 産評価に関する会計理論 というものがどのように構成 されるものなのかについて
整理 した。会計理論には会計的合 目的性が必要であ り,会計理論 を形成 しようとする場合には,
その核心 というべきものは,当 然 に,会計の目的と関連 していなければならないと述べ た。現
在の財務会計の二大目的といえば,期 間損益計算(分 配可能利益算定)と 情報開示(経 営状況
の報告)と が挙げられる。会計理論 というものは,そ の二大 目的について構成される。論者自
身がどちらを主 目的に して理論 を構成するかによって構成 される理論は大 き く変わって くる。
分配可能利益 の算定を会計の主目的と見るのであれば,収 益の認識原則は実現主義であるが,
経営状況についての情報開示を会計の主 目的とみるのであれば,収 益の認識原則は未実現主義
であって差 し支えないのである。両者を混同 して,収 益は未実現であるけれども分配可能であ
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るとか,情 報開示のためにも収益は実現でなければならないとして,む りに実現収益であると
言い包めるのは,誤 った理論である。
V実 現 可 能 な収 益
FASBのStatementsofFinancialAccountingConceptsNo.5(以下,SFAC5号という)
RecognitionandMeasurementinFinancialStatementsofBusinessEnterprises(『営利企業の財
務諸表 における認識 と測定』)は,収益の認識 ・測定にあたって,実 現 と実現可能 との違いに
ついて次のように述べている。「一般に,収 益および利得は,実 現 したときまたは実現可能と
なっては じめて認識される。収益および利得は,製 品(財 貨 もしくは用役),商品またはその
他の資産が現金または現金請求権 と交換 される時点に実現 される。収益および利得は,取得 も
しくは所有 している資産が容易に既知の現金額または現金請求権に転換 される時点で実現可能
になる。容易に転換可能 な資産は,価 格 に著 しい影響 を及ぼすことな く,当該企業が所有 して
いる資産を即時に吸収できる活発 な市場 において入手可能な(1)互換可能(代 替可能)単 位およ
び(2)公定相場価格を持っている22)」(para.83-a)。すなわち,実 現とは,製 品 ・商品その他の資
産が現金または現金同等物に交換 されたことをい う。実現可能とは,製 品 ・商品その他の資産
が容易に現金 または現金 同等物 に交換 される状態 になることをいう。SFAC5号は,こ こで,
実現可能な例 として,特 定の農産物,貴 金属,市 場性のある有価証券をあげている。そ して,
「・・それが さほどの努力 も要せず信頼で きる確定可能な価格でもって売却で きるとい う理由
で,容 易に実現可能である場合 には …,収 益およびある種の利得 または損失は,そ の生産
の完了または当該資産の価格の変動の時点で認識 される23)」(para.84-e)とい うのである。確
かに,従 来から特定の農産物や鉱産物については生産基準によって収益 を認識することが承認
されている。 この生産基準について,一 般に,収益 を生産の段階で認識するもので例外的な収
益認識基準であるといわれている。金 ・銀や米は生産完了時に政府の買入価格が決 まっていた
り,いつでも換金できるものであ り,その取 り上げられる収益 は実現可能なものである。 しか
し,これ らは慣習的に行われてきたことであって,売 買 目的有価証券についてはこうした慣習
は存在 しない。売買目的有価証券について,実現可能であるという理由から取 り上げるという
のであれば,最 近になってから取 り上げるのではなくて,ず っと以前か ら取 り上げられるべ き
ものであったはずである。売買目的有価証券 について,仮 に,実現可能であっても取 り上げら
れてこなかったのは,分 配可能利益ではなかったか らである。では,最 近 になって,分 配可能
ではないにもかかわらず,売 買目的有価証券が取 り上げられるようになったのかというと,財
務会計 の主目的が分配可能利益の算定か ら経営状況についての情報開示に移行 してきたからで
ある。
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売買 目的有価証券を時価評価 した評価差額は分配可能利益 にならなくても,運用益 を開示す
ることに意味があるから,取 り上げられるのである。売買目的有価証券について,実 現可能で





ある。子会社株式,関 係会社株式,そ の他有価証券の評価差額は,仮 に実現可能であっても,
損益計算書に開示する必要はない。なぜな らば,こ れ らは運用益 を開示 したいものではないか
らである。売買目的有価証券の評価差額は実現可能で,分 配が可能であるという理由で損益計
算書 に開示するというのではない。分配可能か不能オ・は問題 ではな く,経営状況を報告するた
めに情報開示するのである。その他有価証券の評価差額 を資本直入するには,そ の有価証券の
時価 を知 らせる必要があって開示するのである。固定資産の時価 も,経営状況を報告するため
に開示されるのである。売買 目的有価証券の評価差額が実現可能か不能かを問題にするのでは
なくて,実 現 していな くて も情報として有用であるか ら取 り上げられるのである。
有価証券の評価差額 について,『実現可能』 という言い方 をして,実 現可能であるから分配
可能利益に該当するから取 り上げるのだと説明するのは,ク ロをシロと言い包めるようなもの
である。『実現可能』 ということは,実 現は していないのであるか ら,『未実現』 というべきも
のである。SFAS115号は,「売買目的有価証券 についての未実現保有利得および損失 …24)」
(para.13)として,わ ざわざ未実現収益(unrealized)であるとことわっている。『未実現』 と
いうと,分配不能になって しまうので,『未実現』 という語 を 『実現可能』 という語に置き換
えて,分 配可能であるかのような印象 を与えるのは誰弁である。『実現可能』 とい うことはあ
くまでも,ま だ実現 していないのであって,『未実現』そのものである。 したが って,分 配不
能利益である。それでも,運用益を開示することに意味があるから開示するのである。
企業会計審議会は平成2年(1990年)5月に 『先物 ・オプション取引等 に係る時価情報の開




らの取引はオフバ ランスになっていて,会 計上取 り上げられてこなかった。すなわち,先物 ・
オプション取引に係 る損益は,決 済 までは未実現であるとして,会 計上取 り上げられてこなか
ったのである。
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従来,先 物 ・オプシ ョン取引に係る損益 は,そ の取引を決済するまでこれを認識 しない決済
基準が採用 されてきたのである。 しかし,先物 ・オプション取引が企業の財政状態に与える影
響は大 きい。最近の証券 ・金融市場のグローバル化や企業の経営環境の変化に対応 して企業会
計の透明性をいっそう高めてい くためには,た とえその取引が未実現であっても,時価評価に
係 る会計処理の整備が必要 となって きた。国際的な動向 としても,IASCは1998年12月に
InternationalAccountingStandardIAS39,FinancialInstruments:RecognitionandMeasurment
(『金融商品:認 識および測定』)を公表(原 則として2001年1月発効)し た。FASBは1993年5
月にFASB115号を,1998年6月にFASB133号AccountingforDerivativelnstrumentsand
HedgingActivities(『デリバテ ィブおよびヘッジ活動に関する会計』)を公表 している。 こうし
た動 向を踏 まえて,企業会計審議会は平成11年(1999年)1月に 『基準』 を公表 した。
『基準』では,デ リバティブ取引の価値がその契約 を構成する権利 と義務の価値の純額に求
められることか ら,デ リバティブ取引によって生 じた正味の債権を金融資産 として,正 味の債
務 を金融負債 として貸借対照表 に表示することを求めている。 しか も,デ リバティブ取引によ
って生 じた正味の債権 ・債務は時価 をもって貸借対照表価額 とし,評価差額は,原 則 として,
当期の損益 として処理するように求めている(第 三,四)。 これらの評価差額 は,従 来,未 実
現の取引であるために取 り上げられてこなかったものであって,こ れを取 り上げることは,た
とえ未実現であっても情報開示のために有効であることから開示 されることになったものであ
る。『基準』が公表される前は未実現収益であるか ら,取 り上げられてこないで,『基準』が公
表されてか らは実現収益 に解釈 されるようになったから取 り上げ られるようになったわけでは
ない。
デリバテ ィブ取引による金融資産 ・金融負債 を貸借対照表 に時価で開示するとい うことは,
期間損益計算 という観点か らの要求ではない。その損益が実現 しているか ら取 り上げられると
いうのではない。時価で開示 して も,単 に値洗いによる時価が示 されるだけであって,決 済 日
までは現金 または現金同等物を取得できない。したがって,これが分配可能になるはずがない。
未実現であって も,諸般の課題 に係る一連の新 しい会計基準の公表 と同様に,内 外の広範な投
資家の我が国の証券市場へ参加することを促進し,投資家が自己の責任に基づいて適切 な投資
判断 を行 うことができるように,と いう投資家への情報開示とい う観点か ら要求 されるように
なったものである。
注
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16)同 上47頁 。
17)森田哲 彌 「企 業 会 計原 則 にお け る 収益(利 益)認 識 基 準 の検 討 」 『企 業 会計 』 第42巻1号18-24頁 。
18)白鳥 栄 一 「伝 統 的 原価 主 義 の 矛 盾」 『企 業 会 計』 第47巻1号34頁 。
19)加古 宜士 前 掲 稿47頁 。
20)SFAS115号,para.13,
21)SFAS115号,para.13.
22)SFAC5号para.83-a.(平松 一夫 ・広 瀬 義 州訳 『FASB財務 会 計 の 諸概 念 』 中央経 済社2002年249-250頁)
23)SFAC5号para.83-e.(上掲訳 書252頁)
24)SFAS115号,para.13.
